
2024年7月期 決算説明会

株式会社内田洋行

東証プライム

証券コード：8057
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2024年7月期 業績結果（連結）

増減2024年7月期2023年7月期

+12.7％+31,391277,940246,549売上高

+7.0％+3,12847,73444,606売上総利益

+6.1％+2,21938,38936,169販管費

+10.8％+9099,3458,436営業利益

+10.6％+97510,1359,161経常利益

+9.9％+6306,9966,366当期純利益

（単位：百万円）

売上高、営業利益、経常利益は、GIGAのあった2021年に次ぐ水準

売上総利益、当期純利益は過去最高
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2024年7月期 決算のポイント
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民間需要拡大に着実に対応、公共も概ね計画通り
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●大幅な増収増益

 売上高、営業利益、経常利益は、GIGA（2021年7月期）に次ぐ最高水準

●将来に向けた投資を強化（販管費増加）

●売上総利益、当期利益は過去最高

売上高は国の超大型補正予算のあった2021年７月期に次ぐ高い水準

当期純利益は過去最高益

【全社】売上高／当期利益
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5年前比169.1%GIGAスクール

構想特需

Windows10更新特需
学習指導要領改訂特需
軽減税率対応特需

百万円
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百万円
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非連結子会社
吸収合併によ
る税効果

5年前比＋4,581



将来に向けた投資について（販管費の増加）
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 CBTプラットフォーム

 顧客接点の強化
 認知度向上施策
 販促イベント
 営業活動量の増加

 賃金ベースアップ等
 ベースアップ（2023.4～）

 2024年度は前年を上回
る水準で実施（2024.4～）

販管費 前年比106.1％ 前年比増＋2,219百万円

人的投資
マーケティング

活動費用

 グループ共通
販売管理システム構築
※第2グループ稼働

設備投資・試験研究など

CBT：Computer Based Testing

※Open Assessment 
Technologies S.A.社関係

 その他処遇改善等
 継続雇用者の賞与（2024.4

～）

 新川本社改修工事
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 広告宣伝
 駅看板 など

投資活動を強化
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事業概況のポイント

Copyright 2024 UCHIDA YOKO Co., Ltd. All Rights Reserved.

●民間市場の事業は需要拡大に着実に対応

 大手民間企業のライセンス契約の大型案件の獲得が引き続き増大
 働く環境の改善を図るためのオフィスリニューアル案件も増加
 中堅中小企業では、インボイス制度への情報システム対応案件を順調に獲得

●公共市場関連事業は概ね計画通り

 自治体での昨年の反動による減少もあるが、大学分野の案件獲得等が伸長
 公共市場の教育ICT分野は需要の端境期でも、教育ICT大型案件も寄与

営業利益 前年増減内訳
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民間需要全体の拡大に着実に対応、公共分野は計画通り。
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販管費
＋22億円

前期
営業利益

文教
ICT

官公庁
自治体

民間
オフィス

民間
大手ICT

民間
中堅中小ICT

今期
営業利益

（単位：億円）

民間市場 公共市場

前期比
＋9億円

大学
公共施設
環境構築

他

＋23億円 ＋6億円

＜10億円＞ ＜10億円＞

※各事業の内訳には販管費の増減は含んでいない セグメント別 実績
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（単位：百万円）

前年増減2024年7月期2023年7月期
上段：売上高

下段：営業利益

+0.3%
△404

80,949
3,022

80,708
3,426

公共関連事業

+10.2％
+549

56,306
1,620

51,092
1,071

オフィス関連事業

+22.8％
+756

139,657
4,405

113,721
3,649

情報関連事業
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セグメント実績概要 公共関連事業

前年比前年差2024年7月期2023年7月期

+0.3%+24180,94980,708売上高

△11.8%△4043,0223,426営業利益

（単位：百万円）

 教育ICTではGIGAスクールの端境期にある中で
も、大量の端末整備に対応するためのネットワー
ク構築案件などで当社の強みを発揮したほか、教
室環境のICT化で大型案件の獲得。

教育ICT分野 大型案件の獲得など 自治体分野 昨年の反動減

投資目的の販管費の負担増

 前連結会計年度に子会社化したCBT（Computer 
Based Testing）プラットフォームを開発する
OAT社での試験研究投資を開始

 自治体、官公庁市場では前年にあった大型案件の
反動減

大学分野 案件獲得が大きく伸長

 大学市場では、新たな学部開設でのコンサル案件
や新棟案件、教室環境のICT化の大型案件等の獲
得が順調に推移。
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 全社の投資増大にともない、構成比率が高い公
共関連事業分野の負担が増加

公共関連事業 －小中高ICT分野－
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GIGAスクールの端境期にある中でも堅調

学校の教育用コンピュータの台数
GIGAスクールで1000万台増加

令和2年3月1日現在

約236万台

令和5年3月1日現在

約1290万台

PC教室での利用が中心 1人1台端末
普通教室での利用が中心

一気に端末が1000万台増加した事でネット
ワークが耐えられない。端末利活用の大きな
妨げになっている。

モデル市における、
 学習者端末や教員PC

と、学習・校務システ
ム、行政系ネットワー
クとの接続

 高い水準のネットワー
ク品質やセキュリティ
要求に対応

【当社事例】東京都 M市 ネットワーク基盤強化

 県内の24市町の学校と
県立校の教員・児童生
徒等約12万人のクラウ
ド基盤を構築

 高いセキュリティ要件
に加え効率性操作性な
ど運用面を考慮

【当社事例】Ｍ県 クラウド基盤構築

課題①不具合の原因特定が不十分
課題②通信契約の内容が十分なものとなっていない
課題③自治体において専門性ある職員の確保が難しく、交渉力が不足

（参考）文部科学省「学校のネットワークの現状につ
いて（2024.6）」
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セグメント実績概要 オフィス関連事業

前年比前年差2024年7月期2023年7月期

+10.2％+5,21456,30651,092売上高

+51.2%+5491,6201,071営業利益

（単位：百万円）

海外事業において、米国を中心とする
ホビー・クラフト関連の製品販売が堅調

オフィスリニューアル案件の拡大

 好調な企業業績を背景に、人材確保のための投資の
意識がこれまで以上に高まっており、オフィスの増
床や大型移転案件、R&D部門など本社部門から周
辺部門へとオフィスリニューアル案件が順調に拡大
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ハイブリッドワークスタイルへの対応

 東名阪エリアを中心に、ハイブリッドなワークス
タイルに対応した新たな需要が着実に拡大
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オフィス関連事業
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100％
（完全出社）

24.7%

60％～99％
（出社派）

44.4%

完全出社・概ね出社
出典：ザイマックス不動産総合研究所
「大都市圏オフィス需要調査 2024 春」

ハイブリッド・ワークプレイスの様々なオフィスシーンで
快適に働く事を想定した空間やファニチャを設計

■会社に来たくなる心地よい空間

内田洋行の考えるハイブリッド・ワークプレイス
～2023年11月の当社オフィスフェアで発表～

70％の会社がコロナ前に戻る

R＆D施設におけるオフィス環境の変化

高度な集中環境だけでなく、イノベーションの促進につな
がるコミュニケーションの活性が求められている

 好調な企業業績を背景に、人材確保のための投資の
意識がこれまで以上に高まっており、オフィスの増
床や大型移転案件、R&D部門など本社部門から周
辺部門へとオフィスリニューアル案件が順調に拡大

オフィスリニューアル案件の拡大



セグメント実績概要 情報関連事業

前年比前年差2024年7月期2023年7月期

+22.8％+25,936139,657113,721売上高

+20.7％+7564,4053,649営業利益

大手民間企業向けライセンス事業が引き続き高い伸び

（単位：百万円）

 大手企業のフリーアドレス化の進展にともなって
社員の位置情報やオフィスビルに関するデータを
可視化してコミュニケーションを促すシステム導入

 会議室運用支援サービスは高い伸び

民間市場でのITサービスが拡大

 完全子会社化したウチダエスコではキッティング
サービスなどの民間向けITサービス分野が拡大

オフィス関連事業分野との相乗効果が拡大

 大手民間企業でクラウドベースのサブスクリプ
ション型ライセンスの大型の契約が伸長

 クラウド型のインフラ構築サービスや、生成AIに
関連する商談も増加

中堅中小企業向けICT事業 順調

 強みのある食品業のユーザーにおいて、2023年
10月1日に開始されたインボイス制度に対応する
ための業務系システムのプログラム改修需要の獲
得が大きく拡大し、順調に推移
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情報関連事業 —大企業向けICTビジネス—
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大手民間企業向けライセンス事業が引き続き高い伸び

ソフトウエアライセンス売上高推移
（ウチダスぺクトラム社）
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売上高

EA、Select、MPSA、CSP売上 Azure売上

大手民間企業でサブスクリプション型ソフトウ
エアライセンスの契約が継続して伸長。
特に、クラウドのライセンス購入が増加
近年は生成AIに関連するライセンスも急増

ウチダスペクトラム

1995年、日本初のソフトウェア
ライセンス販売専業として設立。

お客様
（管理責任者）

海外直接オペレーション
日本本社での海外一括契約を支援。
各国の税金制度等を踏まえた調達・
請求管理等のサポートに強み。

35カ国直接取引、４通貨に対応
（サポート対象90カ国）

年次更新管理、レポーティング、
Webオーダリングなどサブスクリプ
ションの運用サービス等も充実

（参考）弊社のソフトウエアライセンスビジネスの強み

 大手民間企業（日経225）65%にサービス提供
 系列会社や海外関係部門のライセンスを一括管理

ソフトウェアライセンス
売上高

4年間で2.2倍

クラウドライセンス
売上高

4年間で6.5倍

億円
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オフィス関連事業分野との相乗効果が拡大
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大手企業のフリーアドレス化の進展にともなって社員の位置
情報やオフィスビルに関するデータを可視化してコミュニ
ケーションを促すシステムなど、データを活用したクラウド
サービスの獲得が進む

0
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10,000

15,000

20,000

2019.7期2020.7期2021.7期2022.7期2023.7期2024.7期

継続室数 新規室数

会議室運用支援サービス「SmartRooms 」
契約室数推移

累計室数

契約室数は堅調
新規契約はコロナ禍以前
の水準に回復

日経225企業
での採用

40％

■オンラインとリアルのハイブリッドに対応した働く場での
デジタルな仕組み（ 2023年11月の当社オフィスフェアで発表）

ICTシステムの利用により、
ワーカーは社内にいても、社外
にいても、オフィスの状況や同
僚の居場所を確認することがで
き、最適な行動を選択すること
が可能となる

情報関連事業 —大企業向けICTビジネス— 情報関連事業 —中堅・中小企業向けICTビジネス—
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強みのある食品業・化学業・建設業などののユーザーにおいて、
業務系システム改修需要の獲得が拡大

2023年

10月開始
2023年

7月

 令和5年10月から開始するインボイス制度へのシステム対
応が始まり、10月まで続く（第1四半期会計期間に集中）

2024年
7月

弊社の2024年7月期

インボイス制度に対応するための業務系システムのプ
ログラム改修需要の獲得が大きく拡大

（参考）中堅中小企業のIT支出予測
※IDC「国内IT市場 産業分野別/従業員規模別/年商規模別予測、2024年～2028年」より

 中堅中小企業は人材不足の課題から、生産性向上などを
目的としたIT支出が増加

＜DXへの取り組み＞
大企業中心だったが、中堅中小企業で着手するところが増加

コロナ禍
収束

観光、インバ
ウンド需要

回復

小売、消費者
向けｻｰﾋﾞｽ企業

の業績回復

今後はSI案件の増加が見込まれる

システム対応

インボイスのデジタル対応が拡大



増減
2025年7月期

計画
2024年7月期

+7.9%+22,060300,000277,940売上高

+7.0%+655 10,0009,345営業利益

+6.6%+665 10,80010,135経常利益

+2.9%+204 7,2006,996当期純利益

2025年7月期 連結業績予想
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増収増益を見込む
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（単位：百万円）

連結業績見通し 前年対比の傾向

18

四半期ごとの変動が大きい
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１Q ２Q ３Q ４Q

売上高

営業利益

２Qから業績は上向く計画

＜公共関連＞
前年同期に大型案件

＜情報関連＞
前年同期にインボイ
ス対応集中化

2025年7月期 セグメント別 計画
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すべてのセグメントで増収増益を見込む
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（単位：百万円）

増減
2025年7月期

計画
2024年7月期

上段：売上高
下段：営業利益

+3.4%
+128

83,700
3,150

80,949
3,022

公共関連事業

+7.1%
+280

60,300
1,900

56,306
1,620

オフィス関連事業

+11.1%
+295

155,000
4,700

139,657
4,405

情報関連事業

第17次中期経営計画について
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内田洋行のパーパス

変革を担う人々を支える
「働き方と働く場」「学び方と学ぶ場」の革新

創業の原点

Copyright 2024 UCHIDA YOKO Co., Ltd. All Rights Reserved. Copyright 2024 UCHIDA YOKO Co., Ltd. All Rights Reserved.

「人の育成」と「ICTの活用」が共通のテーマ

人口減少社会に「Society5.0」の実現で貢献

少子化による社会構造変化に社会がいかに対応できるか

22

市場別・事業別マトリクスで事業構造を見える化

23

３セグメントに内在する SBU（スモールビジネスユニット）を

俯瞰的視点から見直し、マトリクスの領域にプロット

市場別環境構築関連

ICT関連

オフィス
関連事業分野

情報
関連事業分野

公共
関連事業分野

数多くあるシーズやリソースが埋もれ、
全社全体では有効に使われていない

事
業
別

Copyright 2024 UCHIDA YOKO Co., Ltd. All Rights Reserved.

第14・15次中計におけるマネジメント変革

官公庁・地方自治体向け
環境・システム構築

大企業向け
コミュニケーション

インフラの構築

複合機トナー、LED
照明等の販売

成長事業をセグメントから独立して戦略推進
（2015.８～）

市場・事業別に分散していたSE組織を統合
（2018.8～）

民
間
サ
ポ
ー
ト

自
治
体サ

ポ
ー
ト

文
教
サ
ポ
ー
ト

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

サ
ポ
ー
ト

統合
（2018.8）

事業別にあったICT関連のR&D部門・開発機能を
統合（2022.8～）

ネットワーク
ビジネス推進

ガバメント事業推進
ドキュメント＆

ECO

民
間
市
場

Ｉ
Ｃ
Ｔ
プ
ロ
ダ
ク
ト

公
共
シ
ス
テ
ム
開
発

文
教
受
託
開
発

民
間
業
務
系
ア
プ
リ

ケ
ー
シ
ョ
ン
開
発

民
間
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

統合
（2022.8）

市場との整合性を図り、機能統合を推進するための施策

文
教
市
場

Ｉ
Ｃ
Ｔ
プ
ロ
ダ
ク
ト
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公共・オフィス・情報の
枠組みによるマネジメント

体制を解体

セグメント別の
旧３本部制を解体

事業分野を超えてスタッフ機
能の共有を推進

スタッフの共有

セグメント別の３本部制を解体、スタッフ機能
を共有（2015.8〜）



第16次中計におけるマネジメント変革

公共の強みを軸に地方の直需力を強化

民間 環境構築分野の東名阪への戦力強化と集中化 ICTスキルと環境構築スキルを合体させた新組織の立上げ

市場との整合性を図り、機能統合を推進するための施策
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中核事業の再構築に向けて推進役として統括を設置

環境構築

ICT

民間市場 公共市場

地域施設統括

ICTエンジニア統括

民間
大手

公共ICT統括

公共 学校施設分野

・実績、ノウハウ

地方のオフィス分野

・リソース、ネットワーク

「広域施設事業部」
2023.8

「オフィスエンタープライズ事業部」
2023.8

大
阪
・
中
部
を

統
合

首
都
圏
の
直
販

部
隊
を
強
化

＋

「エンタープライズエンジニアリング事業部」
2023.8

大手企業向け
ネットワークサービス

事業

首都圏オフィス
プロジェクト事業

組織改正

合体
直販系の

組織を合体
大手向けICT構築 大手向け環境構築

リ
ソ
ー
ス
共
有
の
推
進

16次中期経営計画

●ウチダエスコ
完全子会社化

26

ベースラインアップにつながるリソース共有の進展

14次中期経営計画 15次中期経営計画

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

改
革

機
構
改
革

●Open Assessment 
Technologies S.A.社の買収

●スマートインサイト事業合併

ネットワークビジネス
（SI/サービス等）強化

大手民間の再編
東名阪への集中

地方・公共の合体

グループシステム投資●単体3本部制を廃止

●グループ経営推進部設置

●ICT系開発を再編・統合

●SE組織の統合

教育ICT需要の拡大

●中長期的な新卒採用増

首都圏オフィス需要

市場変化に対応するマネジメント

機能の統合と強化

●グループ執行役員を設置

●市場別・事業別マトリクスで見える化

●企画機能（プロモーション）の統合

●文教市場の強みから地方の事業を
オフィス事業と合体

●成長分野をセグメントから
独立して戦略推進

●統括の設置

・一次開発稼働 ・二次開発稼働

Windows10更新需要

2024202320222021201920182016

GIGA
スクール

ICTと環境のスキルを
合体した競争優位創り

データ事業の強化

コ
ロ
ナ
禍

リソース
共有の
開始

集
中

リ
ソ
ー
ス
共
有
を
拡
大

大きな力に

変革の起点
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戦略的な重点市場にリソース共有を促進
周辺事業のノウハウ結合によって成長

・大手民間市場 ・公共ICT市場

Copyright 2024 UCHIDA YOKO Co., Ltd. All Rights Reserved.

グループ全体での
SEリソースの強化

グループ共通
システムの構築

ベースラインのアップ 概要

・地方の施設設備

27

第14次中期経営計画
（2016〜2018）

第16次中期経営計画
（2022〜2024）

第15次中期経営計画
（2019〜2021）

事業の組合せを替える
グループ変革の準備に着手

GIGAスクール

マネジメント変革によるベースラインのアップ
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マトリクスの視点からリソースを共有するマネジメント体制へ

マネジメント変革により
伸長需要に対応

３本部制廃止、機能統合の推進
から収益の改善

売上高 1,382億円
営業利益 34億円
（2016年7月期）

売上高 2,779億円
営業利益 93億円
（2024年7月期）

28



リ
ソ
ー
ス
共
有
の
推
進

16次中期経営計画

●ウチダエスコ
完全子会社化

ベースラインアップにつながるリソース共有の進展

14次中期経営計画 15次中期経営計画

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

改
革

機
構
改
革

●OAT社の買収

●スマートイン
サイト事業合併

ネットワークビジネス
の強化

大手民間の再編
東名阪への集中

地方・公共の合体

グループシステム投資●単体3本部制を廃止

●グループ経営推進部設置

●ICT系開発を再編・統合

●SE組織の統合

教育ICT需要の拡大

●中長期的な新卒採用増

首都圏オフィス需要

市場との整合性を図る

機能統合の推進

●グループ執行役員を設置

●市場別・事業別マトリクスで見える化

●企画機能（プロモーション）の統合

●文教市場の強みから地方の事業を
オフィス事業と合体

●成長分野をセグメントから
独立して戦略推進

●統括の設置

・一次開発稼働 ・二次開発稼働

Windows10更新需要

202420222021201920182016

GIGA
スクール

ICTと環境のスキルを
合体した競争優位創り

データ事業の強化

コ
ロ
ナ
禍

リソース
共有の
開始

集
中

リ
ソ
ー
ス
共
有
を
拡
大

大きな力に

2027

17次中期経営計画

2025

リ
ソ
ー
ス
の
共
有
を

グ
ル
ー
プ
全
体
に
拡
大

Copyright 2024 UCHIDA YOKO Co., Ltd. All Rights Reserved. 29

変革の起点

第17次中期経営計画 基本方針

これまでのマネジメント変革をグループ全体に大きく拡げて、
リソース共有の幅を拡大し、さらなるベースラインのアップを
図る

10年先を見据えた社会構造変化への対応をすすめ、
将来の成長に向けた投資と、長期的な事業の安定を図るための経
営基盤への投資を進める。
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マネジメント変革をグループに拡げる

10年先を見据えた経営基盤への投資

第14次中期経営計画
（2016〜2018）

第16次中期経営計画
（2022〜2024）

第17次中期経営計画
（2025〜2027）

第15次中期経営計画
（2019〜2021）

社
会
構
造
変
化
に
備
え
て

経
営
基
盤
と
成
長
へ
の
投
資

を
拡
大
す
る

2027年7月期目標値
売上高 3,400億円
営業利益 115億円

売上高 1,382億円
営業利益 34億円
（2016年7月期） 人への投資

システム投資

GIGAスクール

中期経営計画での変革の継続でベースラインのアップ
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事業の組合せを替える
グループ変革の準備に着手

マネジメント変革により
伸長需要に対応

３本部制廃止、機能統合の推進
から収益の改善

マトリクスの視点からリソースを共有するマネジメント体制へ

事業改革をグループ全体に
広げて社会構造変化に備える

31 32

市場変化に対応する成長シナリオ
とマネジメント変革

Copyright 2024 UCHIDA YOKO Co., Ltd. All Rights Reserved.



33

将来の成長のためのデータ活用ビジネスの強化

DXのキーはデータ活用にあるものと認識し、各ICT分野でデータ活用に
取り組み、顧客への貢献と当社の将来の収益モデルの開拓に取り組む。
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戦略的な重点市場に対しICTと環境構築のノウハウを融合、
グループ全体のリソースを活用し、セグメントを超えたリソース
の結集により競争力を高め、当社独自の競争優位づくりに挑戦す
る。

市場の中での当社独自の競争優位づくり

第17次中期経営計画 成長シナリオ

民間市場 公共市場

大手民間ICT

大手民間オフィス

教育ICT

自治体ICT東名阪リニューアル・移転案件
増加への対応
（大手企業の人への投資）

・ITインフラ投資に対応
・クラウド・データビジネス

SIビジネスの強化

一部オフィス部隊を
SIビジネスに融合

本体とグループ
経営陣の兼務

教育データの活用

CBTビジネスの強化

大手民間ICT

① ②

③

データの活用

中計期間における戦略的な重点分野
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ソフトウェアライセンス
ビジネスの強化・拡充

・大手企業のICTインフラ投資
に対応

1人1台タブレット端末

34

自治体基幹システム
内部情報システム
福祉総合システム

ネットワークビジネス

データの活用

ネットワーク
セキュリティ

自治体のデータ活用

35

【参考】オフィスの中のすべてのデータを手のひらに
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すべては手のひらに ～統合化されたUI/UXすべては手のひらに ～統合化されたUI/UX

エビデンスベースド ～オフィスの利用データ

ｵｰﾌﾟﾝﾐｰﾃｨﾝｸﾞ
運用管理

フリーアドレス
運用管理

ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ
混雑度表示

会議室
運用管理

社員居場所
検索

設備連携

入退室・空調・照明・Co2会議支援
システム

グループウェア

ネットワーク

アプリケーション

Microsoft365 など

Microsoft Azure など

【参考】横浜市 学習支援システム

・学⼒学習状況調査
・体⼒運動能⼒調査

健康観察

・毎朝の健康観察
・生活アンケート

毎日の記録機能

次期校務支援システム

・各種デジタルドリル
・デジタル教科書

将来構想

学習eポータル
標準準拠

児童生徒

保護者

教職員

教育委員会

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
・
認
証

学
習
用
認
証
基
盤

校
務
用
認
証
基
盤データ集約

教育委員会用 分析システム

教員用 ダッシュボード

児童生徒用 ダッシュボード

毎朝の児童生徒の⾒取り
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横浜市497校、

児童生徒26万人、
教職員2万人が活用

・⽂部科学省CBTシステム



システムズエンジニアリングを推進

複数の専門領域にまたがる多様な価値を考慮しながら
全体最適を実現するためのアプローチ

多様な分野の知見を統合
（技術・事業・領域・環境・文化・社会）
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システムズ
エンジニアリング

事業部

（組織の統合）

グループ全体

グループSE力最大化の取り組み

38

組織の再編とサポート工程の標準化
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分野別の工程が可視化され
ていないため「工程」
「ルール」「言葉」も異な
り互いの差異が分らない。

SEを同一組織に集約し標
準工程を可視化することで、
共通の言葉を用いて、文太
別の差異を互いが認知する

組織を分けても共通の言葉
でコミュニケーションが図
れ、グループの強みを維持
することができる。

文教事業ユニット

自治体事業ユニット

民間事業ユニット

第14～16次中計

プロジェクト管理フレームワーク

第17次中計～

組織･会社の枠を超えた
共通化

経営基盤
への投資

人材への投資

社内情報システムへの投資

働く環境改善への投資

企業認知の向上

●新卒採用活動の強化

●処遇の改善

●人材育成プログラムの拡充

●キャリア採用の拡充

●定年後再雇用の充実 ●主要営業拠点の改修
・働く環境の改善、収容人数に即した改修

●安全安心対策の強化
・老朽化した拠点の安全対策など

●グループ共通システムの整備

●生成AIの導入

●セキュリティ・リスク対策

●駅広告・テレビCM

第17次中期経営計画 主な投資計画項目について

将来を見据えた持続的成長のための基盤整備
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グループ全体での再構築に向けたシステム投資

40

第17次中計・グループ共通基盤の実現

2027202620252024

9089888786

グループ共通

会計システム

グループ共通

販売管理システム
＋

グループ共通

アカウント管理
ネットワーク接続

グループ共通

見積システム
関連

システム グループ共通

プロジェクト管理
システム

第３グループ展開

第１・２グループ 稼働中

SE製造原価システム構築・

OBPM展開

グループ 稼働中
（ウチダエスコを除く）

グループ・リソースを
フル活用できる基盤

→プロジェクト管理フレームワーク

第３グループ稼働

ウチダエスコ稼働

ウチダスペクトラム
ウチダエスコ

見積システム構築・展開 →ローコード開発（市民開発）
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ウチダスペクトラム

内田洋行ITソリューションズ

ウチダ人材開発センタ

内田洋行ビジネスエキスパート

内田洋行

グループとの接続を強化のためのダブルポスト

経営陣をダブルポスト
で配置して接続を強化
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第17次中期経営計画（2027年7月期）目標値

42

過去最高益の更新を継続
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2024年比
第17次中期経営計画
（2027年7月期）

2024年7月期実績

122%3,400億円2,779億円売上高

124%115億円93億円営業利益

ROE10％前後を安定的に達成できる経営基盤の確立を目指す

売上高3,400億円、営業利益115億円を超える水準に挑戦。
さらに次の大台の水準を目指して将来に向けた成長策と投資を推進。

SBU市場分野別の成長見通し

2024-26
日本国内 名目GDP
成長率予測（年率）

103%

107

100

103

大手民間企業
売上110％（年平均）
利益104％（年平均）

2024-26（3年間）
売上 130％伸長
利益 112％伸長

110 
大手

民間企業
ICT系

大手
民間企業
環境系

公共ICT
公共環境系
地方民間
情報系

内田洋行G
2024-26
（年率）

107%成長

大手民間企業環境系
107％（年平均）

2024-26（3年間）
122％伸長

公共ICT
公共環境系

地方民間情報系
売上 110％伸長

3年伸長予測

Win10サポート終了

GIGA

自治体標準化

プラス要素
（2026年7月期を予想）

115 

大手民
間企業

AI

その他
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2016/07 2017/07 2018/07 2019/07 2020/07 2021/07 2022/07 2023/07 2024/07 2025/07

ROE（実績） 6.9% 6.0% 5.3% 6.9% 9.4% 14.7% 9.8% 13.0% 12.1% 11.3%

6.9%

6.0%
5.3%

6.9%

9.4%

14.7%

9.8%

13.0%

12.1%

11.3%

.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

自己資本当期純利益率（ROE）の推移
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※10.9%

2023年7月期は
特殊要因を含む



株主還元の考え方

安定的な配当の維持を前提に「財務基盤の充実」と「中長期
的な会社の経営戦略の実現に向けた投資」とのバランスをと
り、その一層の拡大と充実を目指すことを基本方針といたし
ます。

業績のベースラインのアップを基に、着実な還元の拡充を実
現してまいります。
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0

50

100

150

200

250

2013.7 2014.7 2015.7 2016.7 2017.7 2018.7 2019.7 2020.7 2021.7 2022.7 2023.7 2024.7 2025.7 2026.7 2027.7

業績のベースラインのアップを図りながら、
着実な還元の拡充を実現

記念配当

特別配当

予想

安定的な配当を
前提とする

予定

10年で4.4倍
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情報の価値化と
知の協創をデザインする

47

コーポレートビジョン
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本資料に記載いたしました業績見通し、戦略、計画等のうち、歴史

的事実でないものは、将来の業績に関係する見込みでございます。こ

れらは現時点において入手可能な将来の動向等の各種情報に基づいて

経営者が判断したものであり、不確定な要素を含んだものです。

したがいまして実際の業績は、内外のさまざまな要因により、見通

しとは大きく異なる結果となる可能性があることをご了承願います。

資料についてのご注意
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Windows、Microsoft365、Microsoft Office、Microsoft Azure、またはその他のマイクロソフト製品の名称およ
び製品名は、米国 Microsoft Corporation の、米国およびその他の国における商標または登録商標です。 
その他記載されている製品名などの固有名詞は、各社の商標または登録商標です。


